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公益財団法人 地球環境産業技術研究機構 

 
 

世界初の実海域における海底下 CO2漏出実験 
－二酸化炭素回収貯留（CCS）技術の信頼構築への一歩 － 

 

ポイント： 

「海域を利用した二酸化炭素貯留の環境影響評価に係る研究ネットワーク： Carbon 
dioxide Capture and Storage Environmental Assessment - Joint Participants Network
（CCSEA-JPN）」に参加する公益財団法人 地球環境産業技術研究機構 CO2 貯留研究グルー

プの喜田潤主任研究員、九州大学カーボンニュートラル･エネルギー国際研究所の下島公紀准

教授、株式会社環境総合テクノスの林正敏リーダー、一般財団法人電力中央研究所地球工学研

究所の海江田秀志研究参事、東京大学大学院 新領域創成科学研究科の佐藤徹教授、独立行政

法人 産業技術総合研究所 環境管理技術研究部門の鈴村昌弘研究グループ長らは、英国 QICS
プロジェクトコンソーシアム（代表：プリマス海洋研究所, Jeremy Blackford 博士）と共同で、

世界で初めてとなる実海域での海底下からの二酸化炭素(CO2)漏出実験を実施し、海洋環境へ

の影響とその回復過程に関する評価に成功しました。 
この成果の詳細は、ネイチャー・パブリッシング・グループ（Nature Publishing Group）

ジャーナル「Nature Climate Change」に本日、オンライン掲載されています。 
本研究は、実海域における CO2 漏出の検出手法やモニタリング手法開発、さらに海洋生物

の反応に関する知見として、CCS 技術の信頼構築に大きく貢献することが期待されます。 

 

【内容・概要】 

人為的な海底下からの CO2 漏出実験により、影響は極めて小さく、すぐに回復することが示

されました。 
 

今週の Nature Climate Change に、国際科学者チームによる世界初の人為的な海底下からの CO2

漏出実験による研究成果が掲載されます。CCS 技術に対しては、貯留した CO2 が漏出するこ

とはないのかという懸念があります。この革新的な研究は、このような懸念に対して CO2 回

収貯留(CCS)技術の信頼性を検証することを目的として実施されました。実海域における小規

模 CO2 漏出実験を行い、漏出イベントの検出・モニタリング手法の有効性を検証するととも

に、海底および海水中の物理、化学、生物学的環境への影響が詳細に調査されました。本研究

により、実施した規模の漏出による環境影響はわずかで狭い範囲に限定され、漏出を止めると

化学的・生物学的な影響は急速に回復することが明らかになりました。 

同時資料配布先： 
 経済産業省記者会 
 学研都市記者クラブ 
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QICS（Quantifying and Monitoring Potential Ecosystem Impacts of Geological Carbon Storage）プロ

ジェクトはプリマス海洋研究所の Jeremy Blackford 博士をプロジェクトリーダーとし、英国研

究委員会（Research Councils UK）、英国自然環境調査局（Natural Environment Research Council）、

スコットランド政府および日本の複数の機関から資金を受けています。英国および日本の多数

の研究機関が、2012 年にスコットランドのオーバンに近い Ardmucknish 湾で人為的 CO2 漏出

実験を共同で実施しました。実施に際して、スコットランド海洋科学協会（Scottish Association 

for Marine Science、SAMS）が現場実験のとりまとめや調整を行いました。 

4.2 トンの CO2（ガス暖房をする英国の 1 家庭からの年間 CO2 排出量より少ない）を、沖合

350m、海底下 11m（下図参照）にある漏出サイトに向けて、地上の研究室から岩盤を掘削し

たボーリング孔を通して 37 日間かけて注入しました。研究者らは、まずどのように CO2 が海

底の堆積層およびその上部の海中へ移行するかをモニターしました。その後の 12 か月間、化

学センサー、気泡の音響調査やダイバーによるサンプル採取など様々な手法を組み合わせて、

周辺海域の化学的・生物学的影響を評価しました。 

化学センサーと気泡音響調査技術の組み合わせは、漏出の検出や漏出がないことを保証する最

善のモニタリング技術であることが示されました。 

この模擬的な漏出は、同様規模の CO2 漏出の影響が限定的であることを示しています。CO2

による海底や海水中の化学的変化は CO2 漏出の終盤近くで発生しましたが、これらの影響は

CO2 漏出停止後 17 日以内に元の状態に戻りました。 

漏出の早期段階では生物学的な影響は見られませんでした。漏出期間の終盤と漏出終了後の早

い段階で微生物の多様性や海底に生息する生物群集構造の変化が観察されましたが、これらの

影響は有害とは程遠くまた長期間続くものではなく、数週間で完全に回復しました。 

Blackford 博士は、「これらの知見は気候変動緩和対策の一つとして CCS を適切に普及させる

ために必要な知識基盤の向上、特に、法律で義務付けられた環境モニタリングの実際的な実施

要件を検討する際に役立ちます。実験結果から、小規模漏出は有害なものではないことが示さ

れましたが、さらに大量の CO2 が漏出する場合はおそらく影響が大きくなると我々は考えて

います。海域の海水流動も重要で、より強く海水が混合すれば CO2 がより速やかに拡散する

ため、影響はより小さくかつより速やかに回復するだろう」と述べています。 

実際の CCS 事業において、海底下 1km にあるような貯留層からの CO2 の漏出は起こりそうに

ないと考えられています。本研究では、貯留層の健全性については検討していませんが、万が

一を想定した海底からの漏出シナリオに答える調査を行いました。 
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リスク戦略を策定する CCS 操業者に対する提言は以下の通りです。 

・ CCS サイトには、万一漏出イベントがあった場合に CO2 拡散を促進する動的な水域を

選定すべきです。 

・ 包括的なベースライン調査、堆積物構造とその構成物質、海水の化学的特性、生物学的

群集構造および海中音の網羅的調査がモニタリングの効率を最大化するために必要で

す。 

・ pH センサーと気泡音響センサーの組み合わせは、漏出の早期検出を最大限にし、漏出

が起こっていないことを相互に保証します。 

＊典型的な英国のガスを使用する家庭のエネルギー消費量は約 4.8 トンの CO2 排出量に相当

します。（Ofgem 2010） 
 
 
【編集者の皆様へ】 
プロジェクトに関わった機関は次のとおり： 
Plymouth Marine Laboratory, Scottish Association for Marine Science, National 
Oceanography Centre, British Geological Survey, University of Southampton, University 
of Edinburgh, Heriot-Watt University （以上英国の機関） 
公益財団法人地球環境産業技術研究機構、九州大学カーボンニュートラル･エネルギー国際研

究所、株式会社環境総合テクノス、一般財団法人電力中央研究所、東京大学、独立行政法人 産
業技術総合研究所 （以上日本の機関） 
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【問い合わせ先】 
（公財）地球環境産業技術研究機構 CO2貯留研究グループ 主任研究員 喜田潤 

電話 0774-75-2309 
 
九州大学カーボンニュートラル･エネルギー国際研究所 准教授 下島公紀 

電話 092-802-6723 
 
（株）環境総合テクノス 環境部水環境グループリーダー 林正敏 

電話 06-6263-7337 
 
（一財）電力中央研究所地球工学研究所 研究参事 海江田秀志 

電話 070-6568-9627 
 
東京大学大学院 新領域創成科学研究科 教授 佐藤徹 

電話  04-7136-4726 内線 64726 
 
（独）産業技術総合研究所 環境管理技術研究部門 研究グループ長 鈴村昌弘 

電話 029-861-8367 
 
【報道担当】 
（公財）地球環境産業技術研究機構 企画調査グループ 大倉、大西 
      電話 0774-75-2301 
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